
 

別紙 「児童養護施設等における自立支援体制の強化について」の一部改正新旧対照表 

改正後 現行 

子 発 0 3 0 8 第 ４ 号 

令 和 ３ 年 ３ 月 ８ 日 

［一部改正］ 子 発 0 2 1 8 第 ４ 号 

令 和 ４ 年 ２ 月 18日 

 

 

都 道 府 県 知 事 

指 定 都 市 市 長 

中 核 市 市 長 

児童相談所設置市市長 

 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

 

 

 

児童養護施設等における自立支援体制の強化について 

 

 

 

児童養護施設等において、施設等退所前の進学・就職等の自立支援及び退所後のアフターケアを担

う職員を配置し、入所児童等の退所前後の自立に向けた支援を強化するため、別紙のとおり、自立支

援担当職員加算実施要綱を定め、令和２年４月１日から実施することとしたので、その適正かつ円滑

な実施を期されたく通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子 発 0 3 0 8 第 ４ 号 

令 和 ３ 年 ３ 月 ８ 日 

 

 

 

 

都 道 府 県 知 事 

各 指 定 都 市 市 長  殿 

児童相談所設置市市長 

 

 

 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

 

 

 

児童養護施設等における自立支援体制の強化について 

 

 

 

児童養護施設等において、施設等退所前の進学・就職等の自立支援及び退所後のアフターケアを担

う職員を配置し、入所児童等の退所前後の自立に向けた支援を強化するため、別紙のとおり、自立支

援担当職員加算実施要綱を定め、令和２年４月１日から実施することとしたので、その適正かつ円滑

な実施を期されたく通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各               殿 



 

改正後 現行 

（別紙） 

 

自立支援担当職員加算実施要綱 

 

１．目的 

  （略） 

 

 

 

２．対象施設等 

  児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）

及び母子生活支援施設とする。 

 

３．資格要件 

  （略） 

 

 

 

４．業務内容 

（１）（略） 

（２）児童等の学習・進学支援、職業指導、就労支援等に関する社会資源との連携、他施設や関係

機関との連携 

（３）高校中退者など個別対応が必要な児童等に対する生活支援、再進学又は就労支援等 

（４）～（６）（略） 

 

 

 

５．加算要件 

自立支援担当職員は、その取組に応じて、自立支援担当職員加算（Ⅰ）又は自立支援担当職員加

算（Ⅱ）のいずれかを加算する。 

なお、アフターケア対象者（母子生活支援施設については世帯。以下同じ。）の数及び支援回数

については、年間の見込みで加算することとし、直近の連続する２年間で実績が申請した加算要件

を下回る場合には、次年度において当加算要件に基づく加算は受けられないものであること。 

（１）～（２）（略） 

ただし、創設して間もない施設等又は小規模な施設等であって、アフターケア対象者が20人に満

たない場合は、アフターケア対象者全員に対し月１回以上支援を行った場合は自立支援担当職員加

算（Ⅰ）、アフターケア対象者の半数以上に対し月１回以上支援を行った場合は自立支援担当職員

加算（Ⅱ）、アフターケア対象者がいないが、退所前からの支援に取り組む場合は、自立支援担当

職員加算（Ⅱ）をそれぞれ加算できることとする。 

  また、支援回数は、次の支援を行った場合を対象とする。 

  ア～ウ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙） 

 

自立支援担当職員加算実施要綱 

 

１．目的 

  児童養護施設等において、施設等退所前の進学・就職等の自立支援及び退所後のアフターケアを

担う職員（以下「自立支援担当職員」という。）を配置し、入所児童等の退所前後の自立に向けた

支援の充実を図る。 

 

２．対象施設等 

  児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設及び児童自立生活援助事業（自立援助ホー

ム）とする。 

 

３．資格要件 

  自立支援担当職員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者、児童養護施設等に

おいて児童の養育に５年以上従事した者又は児童福祉法（昭和22年法律第164号）第13条第３項各号

のいずれかに該当する者でなければならない。 

 

４．業務内容 

（１）自立支援計画作成への助言及び進行管理 

（２）児童の学習・進学支援、職業指導、就労支援等に関する社会資源との連携、他施設や関係機

関との連携 

（３）高校中退者など個別対応が必要な児童に対する生活支援、再進学又は就労支援等 

（４）施設等退所前からの自立に向けた相談支援等 

（５）施設等退所者に対する継続的な状況把握及び相談支援等 

（６）その他児童等の自立支援に資する業務 

 

５．加算要件 

  自立支援担当職員は、その取組に応じて、自立支援担当職員加算（Ⅰ）又は自立支援担当職員加

算（Ⅱ）のいずれかを加算する。 

なお、アフターケア対象者数及び支援回数については、年間の見込みで加算することとし、直近

の連続する２年間で実績が申請した加算要件を下回る場合には、次年度において当加算要件に基づ

く加算は受けられないものであること。 

 （１）自立支援担当職員加算（Ⅰ） 

    アフターケア対象者20人以上かつ支援回数240回以上 

（対象者１人につき月１回以上を想定） 

 （２）自立支援担当職員加算（Ⅱ） 

アフターケア対象者10人以上かつ支援回数120回以上 

（対象者１人につき月１回以上を想定） 

ただし、創設して間もない施設等又は小規模な施設等であって、アフターケア対象者が20人に満

たない場合は、アフターケア対象者全員に対し月１回以上支援を行った場合は自立支援担当職員加

算（Ⅰ）、アフターケア対象者の半数以上に対し月１回以上支援を行った場合は自立支援担当職員

加算（Ⅱ）、アフターケア対象者がいないが、退所前からの支援に取り組む場合は、自立支援担当

職員加算（Ⅱ）をそれぞれ加算できることとする。 

  また、支援回数は、次の支援を行った場合を対象とする。 

  ア．アフターケア対象者の職場や自宅等を訪問し、相談支援等を行った場合 

  イ．アフターケア対象者が施設等を来所し、相談支援等を行った場合 

  ウ．アフターケア対象者等に対して電話やメール等により相談支援等を行った場合 



 

改正後 現行 

 

６．施設等の指定等 

  自立支援担当職員を配置する施設等は、都道府県知事、指定都市、中核市又は児童相談所設置市

市長（以下「都道府県知事等」という。）が定める期間内に都道府県知事等へ申請を行い、次に定

めるところにより都道府県知事等が年度ごとに指定するものとする。また、自立支援担当職員の活

動状況については、別紙様式により、翌年度４月末日までに、当局家庭福祉課長まで報告すること。 

（１）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

（５）２.対象施設の児童養護施設とは、本体施設のほか、「児童養護施設等のケア形態の小規模化の

推進について」（平成17年３月30日雇児発第0330008号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

に定める分園型小規模グループケア及び「地域児童養護施設の設置運営について」（平成12年５

月１日児発第489号厚生省児童家庭局長通知）に定める地域小規模児童養護施設とし、母子生活支

援施設とは、本体施設のほか、「小規模分園型（サテライト型）母子生活支援施設の設置運営に

ついて」に定める小規模分園型（サテライト型）母子生活支援施設とする。 

（６）５.加算要件を満たしている場合には、施設等退所前の自立支援及び退所後のアフターケアだけ

でなく、必要に応じて、地域の要支援家庭を訪問等して支援を行うことも可能とする。 

 

７．経費 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．施設等の指定等 

  自立支援担当職員を配置する施設等は、都道府県知事、指定都市又は児童相談所設置市市長（以

下「都道府県知事等」という。）が定める期間内に都道府県知事等へ申請を行い、次に定めるとこ

ろにより都道府県知事等が年度ごとに指定するものとする。また、自立支援担当職員の活動状況に

ついては、別紙様式により、翌年度４月末日までに、当局家庭福祉課長まで報告すること。 

（１）１か所の施設等について自立支援担当職員の加算は１人分とすること。 

（２）自立支援担当職員は当該業務を行う専任の職員とし、施設等の直接処遇の勤務ローテーション

に入らないこと。ただし、自立援助ホームにおいて、５．加算要件（１）自立支援担当職員加算

（Ⅰ）の要件を満たす場合にはこの限りでない。 

（３）児童等の自立支援に当たっては、学校、職場及び児童相談所その他関係機関と密に連携し、入

所時から退所後まで切れ目のない支援を行うこと。 

（４）職業指導員加算を算定している場合は、本加算は算定できない。 

（５）２.対象施設の児童養護施設とは、本体施設のほか、「児童養護施設等のケア形態の小規模化の

推進について」（平成17年３月30日雇児発第0330008号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

に定める分園型小規模グループケア及び「地域児童養護施設の設置運営について」（平成12年５

月１日児発第489号厚生省児童家庭局長通知）に定める地域小規模児童養護施設とする。 

 

 

（新設） 

 

 

７．経費 

 この通知に基づく職員の配置に要する経費については、平成11年４月30日厚生省発児第86号厚生

事務次官通知「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について」によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

改正後 現行 

別紙様式 

 

文 書 番 号 

（ 元号）   年   月   日 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

 

 

都 道 府 県 

指 定 都 市 

中 核 市 

児童相談所設置市 

 

 

 

（元号）  年度における自立支援担当職員の活動状況について 

 

 

 

標記について、令和３年３月８日子発0308第４号厚生労働省子ども家庭局長通知「児童養護施設

等における自立支援体制の強化について」の６に基づき、下記のとおり報告する。 

 

番号 
施設種別 

（注１） 
施設名 

適用加算 

（注２） 

アフターケア対

象者数（注３） 

支援回数 

（注４） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注１）施設等種別欄には、児童養護施設、児童自立支援施設、児童心理治療施設、自立援助ホーム、母子生活支援施設

のいずれかから選択して記載すること。 

（注２）適用加算欄には、認定を受けた加算に応じて、「加算（Ⅰ）」又は「加算（Ⅱ）」のいずれかを記載すること。 

（注３）アフターケア対象者数欄には、年間支援を行ったアフターケア対象者数を記載すること。ただし、創設して間も

ない施設等又は小規模な施設等であって、アフターケア対象者が20人に満たない場合は、○人（アフターケア対

象者数）/○人（アフターケア総対象者数）と記載すること。 

（注４）支援回数欄には、年間延べ支援回数を記載すること。 

 

別紙様式 

 

文 書 番 号 

令和  年  月  日 

 

厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 

 

 

都 道 府 県 

指 定 都 市  民生主管部（局）長  印 

児童相談所設置市 

 

 

 

 

令和  年度における自立支援担当職員の活動状況について 

 

 

 

 

標記について、令和３年３月８日子発0308第４号厚生労働省子ども家庭局長通知「児童養護施設

等における自立支援体制の強化について」の６に基づき、下記のとおり報告する。 

 

適用加算 アフターケア対象者数 支援回数 

□自立支援担当 

職員加算（Ⅰ） 

□自立支援担当 

職員加算（Ⅱ） 

○○人 

（※○人/○人） 
○○回 

 

支援内容(退所前) 支援内容(退所後) 

具体的な自立支援の取組を記載下さい。 

（別途、任意様式で報告可） 

具体的な自立支援の取組を記載下さい。 

（別途、任意様式で報告可） 

 

※創設して間もない施設等又は小規模な施設等であって、アフターケア対象者が20人に満たない 

場合は、○人（アフターケア対象者数）/○人（アフターケア総対象者数）と記載すること。 

 

【参考】その他自立支援担当職員の活動状況が分かる資料 

 

 

 

 

 

民生主管部（局）長 


